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大阪河﨑リハビリテーション大学利益相反マネジメントポリシー 

 

                     平成 24 年 1 月 10 日教授会裁定 

 

１、目的 

 大阪河﨑リハビリテーション大学（以下「本学」という。）は、教育及び研究

に加えて社会貢献をより積極的に果たすこと、並びに社会への説明責任の下に

透明性の高い、公正かつ効率的な活動に取り込むこととしています。 

 一方、大学が産学官連携をはじめとする社会貢献活動、とりわけ企業との連

携を推進するにあったては、目的や役割の違いから、大学の職員や大学自身が

外部から得る利益と、教育・研究上の責務が衝突する状況(利益相反)が生じる

可能性があります。 

 このような状況のもと、本学は、本学の役員、職員及び別に定める利益相反

マネジメント対象者(以下「職員等」という。)が安心して社会貢献活動に参画

し、その能力を最大限発揮できるよう、職員等を支え、利益相反問題に積極的

に対処し、社会への説明責任を果たすべく努めるものとする。 

 本学は、本学及び職員等が、社会的責任を保持しつつ、更なる社会貢献活動

を公正かつ効率的に推進できる環境を整備することにより、本学の使命達成に

資することを目的として、ここに利益相反マネジメントポリシーを定める。 

 

２、定義 

 利益相反（広義）とは、社会貢献活動を進める上で、法令には違反していな

いが、社会から「大学における責任が十分に果たされていないのではないか」

と疑われる可能性がある状態をいい、本ポリシーでは、次のとおり狭義の利益

相反と責務相反とに分類する。 

（１）狭義の利益相反 

  ①個人としての利益相反 

    本学における職員等個人の教育・研究上の責任と、学外活動・兼業活

動から得られる職員等個人の利益とが相反する状態をいう。 

  ②大学（組織）としての利益相反 

    大学の組織的利益を社会の利益に対して優先させている状況をいう。 

 

（２）責務相反 

本学における職務遂行責任と学外活動・兼業活動における職務遂行責任

とが相反する状態をいう。 
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３、利益相反マネジメントに対する基本的な考え方 

（１）職員等が産学官連携活動を優先させることによって、大学の使命である

教育・研究を疎かにすることがあってはならない。また、学生を産学官連

携に関与させる場合には、教育指導の観点だけではなく、学生が選択でき

る自由の確保も考慮することとする。 

（２）本学は、利益相反を未然に防止し、不可避的に生じた利益相反に対して、

その弊害を回避し、解決するための必要な措置を提案・実施するために、

社会に対し理解と協力を求め、更なる社会貢献を推進する。 

（３）職員等は、社会貢献活動に参画する上で、利益相反により弊害が生じな

いよう行動することを責務とし、本学は、利益相反問題を適切に判断・解

決するための組織体制を整備・充実させ、利益相反を適正に管理する（以

下「利益相反マネジメント」という。）。 

（４）本学は、利益相反マネジメントポリシー及び関連する諸規程を遵守する

とともに、本学の利益相反に関する情報を適切に公開することで、本学に

おける研究及び本学組織に対する社会的信頼を確保し、社会に対する説明

責任を果たす。 

 

４、利益相反マネジメントの対象者 

 利益相反マネジメントの対象者は、本学の役員及び職員並びに別に定める利 

益相反マネジメント委員会で指定された者とする。 

 

５、対象事業 

 利益相反の生じる可能性のある行為は、概ね次の場合をいう。 

  ①就業規則に基づき許可を得て兼業等を行う場合 

  ②個人的に報酬を得て講演、技術相談、指導等を行う場合 

  ③職員等所有の知的財産権を本学以外の第三者に譲渡、移転、使用許諾す

る場合 

  ④共同研究、受託研究に参加する場合 

  ⑤外部から寄付金、設備、備品の供与を受ける場合 

  ⑥職務に関連し、学外から報酬、株式保有等の経済的利益を有する場合 

  ⑦①～⑥の相手方等何らかの便宜を供与される者に対して、施設、設備の

利用を提供する場合 

  ⑧①～⑥の相手方等何らかの便宜を供与される者から物品を購入する場合 

  ⑨自己の著作物を授業等で使用する場合 

  ⑩その他研究活動に関し、社会通念上不相当と思われる何らかの便宜を供

与され、又は供与が予想される場合 
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６、判断基準 

 次に掲げる事項を利益相反マネジメントの判断基準とする。 

  ①職員等が、本学の職務及び責任よりも個人的な利益を優先していると誤

解を受けないこと 

  ②職員等が、個人的な利益の有無にかかわらず、職務以外の活動を優先し

ていると客観的に見えないこと 

  ③職員等が、本学以外の活動によって、学生の教育の機会が狭められたり、

学生の独自性と学問の探求が阻害される等、教育面での支障が生じている

と誤解を受けないこと 

 

７、利益相反マネジメント体制 

（１）利益相反マネジメント委員会の設置 

  本学に利益相反マネジメント委員会を設置し、利益相反マネジメントに関 

する重要事項を協議する。 

（２）利益相反アドバイザーの設置 

  利益相反マネジメント委員会が行う活動内容について適切な指導・助言を 

得るため、利益相反アドバイザーを置く。 

（３）利益相反カウンセラーの設置 

  職員等からの利益相反マネジメントに関する日常的な相談窓口として、利 

益相反カウンセラーを置く。 

 

８、利益相反マネジメントの手続き 

（１）自己申告書の提出 

  職員等は定期的に又は必要に応じて、別に定める利益相反に関する自己申 

告書を利益相反マネジメント委員会に提出する。 

（２）実態調査の実施及び対応策の検討 

  利益相反マネジメント委員会は、必要により、自己申告書、並びに職員等 

から得られた情報に基づいて、利益相反に関する検討及び事実調査を行うとと 

もに、それらの内容について協議する。 

（３）学外への情報公開 

  本学は、プライバシー保護に留意しつつ、情報公開の原則に従い、原則と 

して活動内容を公表し、その透明性を確保するとともに社会的な説明責任を果 

たす。 

（４）研修の実施 

  本学は、新任職員等研修をはじめとする各種研修会において、職員等に対

し利益相反の啓発に努める。 
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９、利益相反マネジメントポリシーの見直し 

国内外の経済情勢の変動や地域社会の変化、社会通念の変化、法令の改正、 

本学規則の改正、利益相反事例の蓄積状況等に適切に対応するために、本利益

相反マネジメントポリシーの見直しを適宜実施する。 

 


